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稲作地帯における兼業化の実態

一北海道深川市における事例分析一

生　井　敏　夫

1．　はじめに
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　2）北海道中核稲作地帯の兼業動向の概要

2，兼業の実態と経営構造

　1）調査集落澄よび調査地域の概：要

　2）兼業の実態

　3）兼業と経営構造

　の兼業農家のタイプと経営展開

3，まとめと今後の課題

1．はじめに

　1）課題と方法

　兼業問題は日本農業の「担い手」と展開方向をめぐる議論の一つの論点になって

いる謂個別経営の発展のあ妨を究明す膿羅営研究の課題として樋要にな

ってきている。農業経営の発展という視点からみた場合、兼業が深化してゆくプロ

セスは次の三つの問題を提起する。第一には農家が兼業に出る局面の問題である。

兼業化とは家族労働力の投下を経営外にむけることと規定できる。そこにはなぜ兼

業に出るのかという問題が存在する。第二には兼業することによって澄こる問題で

ある。戦後の兼業の進展は大部分が雇用兼業化である。従来経営内に包摂されてい

た労働力が部分的にせよ賃労働者化することによって経営外的論理が貫ぬいてくる。

このことを軸にして兼業が農業経営にどのような問題を惹起するかという点である。

第三には個別経営の環境条件としての問題である。兼業は個別経営内だけの問題に

留まらず、経営受委託、：士地の賃貸借などの展開にみられるように個別経営相互の

関係として専業農家も含めた問題となる。

　現実にはこれら三つの問題が相互に関連しながら展開してきたと考えられるが、

この研究では虫に第一と第二の問題の解明に接近するために兼業と経営構造の相互
規定白勺礪連糊らかにしょうとするものであ書本徹紳てはその第＿着手と
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して従来専i業的な展開をとげてきた北海道の中核稲作地帯に診ける顕著な兼業化の

銀に翻し廻等軸嬬例分析を通し硯局面閉業と経営構造脚孕る形

で関連しているかを主に兼業が生産力に対してどのように規定づけているかという

点に重点を類いて分析する。

　統計的な分類にしたがうと兼業とは農家の世帯員のいずれかが農i業以外の産業に

従事していることを示して診り、経営の中心的労働力の兼業であってもそうでない

場合でも同じ兼業農：家という範疇をしているQしたがって、兼業農：家には実は様々

なタイプのものが存在していると考えられる。センサスなどの統計では職種別や兼

業従事者別など家としての兼業農家の分類は細かくなってきているが、兼業の類型

と経営構造の内実との関連を示すものはない。経営の発展・展開を考える場合には

経営構造と兼業との関連の局面でタイプを分ける必要がある。その際兼業について

は職種や就労期間、就労条件も含めてみることが、経営構造については特に労働力

構造と実際の労働投下の場面をみる必要がある。

　以上の視角に基づいて本稿は昭和53年度に実施した農業経営実態調査により深川市の♂

集落を事例にとった分析が中心となる。分析の要点を述べるならば、まず統計で中

核稲作地帯の兼業動向の概要を整理し、次に調査農家の兼業形態と経営構造を類型

づけ、その相互関連の局面を労働組織の分析を軸に明らかにする。最後に分析によ

って明らかとなった兼業と経営構造の相互関連のタイプの代表的農家の経営展開と

兼業展開を昭和40年以降に限定して考察する。

、）北離中核稲作地調兼業動向の鞭

　全国的には昭和35年段階から兼業化が著しく進んでいるが、北海道では昭和35

年から45年まではほとんど進まず、45年から50年にかけて若干の進行がみら

れる。道内の農業地帯別にみると中核稲作地帯（上川、空知、）だけが実数としても

兼業農家が増加し、畑作酪農地帯ではむしろ専業率が増加している。このように中

核稲作地帯では顕著な兼業の進行がみられる。この点を空知、上蔀についてさらに

詳しくみてみる。

　職種別では構成比で恒常的勤務、出稼ぎ、自営は減少し、それに対して人夫・日

雇いの増加が特徴的である（表一1）。支庁別では恒常的勤務は空知の方が若干高

くなっている。兼業従事者別の農家戸数をみると（表一2）、纂一種兼業ではその

他の世帯員のみの兼業農家が1／5程度を占めているが大半は世帯主・あとつぎ、世

帯主、あとつぎの兼業であり、その比率は昭和45年から50年にかけて高まって
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表一1　兼業職種別農家構成
（％）

支庁
一兼 こ二兼

年次 燈　勤 出稼ぎ 人夫・日雇 自　営 恒　勤 出稼ぎ 人夫畷雇 自　営

空知 40 32．5 1α9 16．7 3．5 23．0 L5 5．4 6．6

45 36．5 6．4 20．9 3．3 19．6 0．5 6．9 5．9

50 23．6 4．3 37．6 2．7 16．4 L7 9．6 4．3

封ii 40 27．6 15．8 26．7 3．1 13．8 2．2 5．8 5．0

45 28．8 1L9 30．6 3．2 12．9 0．9 7．4 4．3

50 17．0 7．3 37．1 2．3 14．5 2．6 14．8 4．3

注）セ／サスより作成

一一2　兼業従事者別農家構成
（％）

支庁
一酌 二兼

轍 主・あ 主 あ その他 主・あ 主 あ その他

空知 45 2．8 20．7 18．9 24．7 5．2 24．6 23 0．8

50 4．9 32．1 17．6 13．5 4．4 23．2 3．0 1．4

上川 45 4．7 27．8 24．4 17．7 4．7 17．5 2．5 0．8

50 6．4 32．2 16．9 8．3 6．7 26．王 2．7 0．8

注）　1．センサスより作成　　2，主は撹帯主、あはあとつぎ、その他はその他帯員

きている。このように世帯主ないしあとつぎの直系家族であって経営の中心的労働

力とみられるものの兼業が支配的であり増加してゆく傾向を示してきている。

　次に農家の労働力構成の側面と兼業化の階層性の側面について吟味してみる（表
一，、表一、㈲）．まず鋤力轍の変イヒで騰従都しの農家が昭和，年で脚

％以下だったのに対して昭和50年では空知で20％程度、上川で30％近くにも

増加していて、男子専従者のいない農家が空知で1／3上川では半分近くを占め

るに至っている。逆に男子專従者がいる農家の比率は減少してお・り、特に男子専従

者が二障いる農家の減少がはげしい。このように兼業の進展は労働力構成の劣弱化

と結びついていると考えられるQi兼i業化の階層性については昭和47年、53年と

もに兼業農家（特に第一種兼業農家）はかなりの上層にまで存在していることがわ

かる。兼業種類でみれば第二種兼業は圧倒的に1勉以下層であるが1～3伽層にま
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表一3　農業専従者別農家数

男子専従者1人 2人専従者

ﾈ　し

専従者
浴@子の　み

計 主 あ その他 計 主・あ
主・

ｻの他
あ・

ｻの他 その他

空知 45 2446 2299 15，76王 13ρ31 2β49 181 5β84 4ρ86 462 132 4

50 4β26 2101 12270 10誰00 1745 125 3，281 2，909 340 32 …

実数㈲

上巳 45 2β03 3290 16453 13ρ65 2，351 137 6ゆ06 5β19 582 103 2

5G 6，734 4ρ48 10517 9ρ24 1β52 圭41 2742 2405 305 31 1

空知 45 9．3 8．8 6α4 50．0 9．8 0．5 21．4 19．1 1．8 0．5 0．0

50 19．2 12．0 54．3 46．1 7．7 0．6 14．5 12．9 1．5 0．1 ｝

構成比㈹

上川 45 8．9 11．7 58．2 農9．4 8．3 0．5 21．3 18．8 2．1 0．4 α0

50 28．G 16．8 43．8 37．5 5．6 0．6 1L4 ］0．0 1．3 0．1 α0

注）1．センサスより作成　　2．主は世帯主、あはあとつぎ、その他はその他世帯一

山一4　田作農家の規模別の兼業動向

　　　　　　　　　　　　　（全道、％）

昭47 昭53

（鋤 専 一兼 二兼 専 一一一 二兼

例　外 一 ㎜ ｝ 一 一 　

0．1～0．49 7．9 1．4 90．7 10．7 4．2 85ほ

0．5～0．99 9．8 8．4 81．8 14．3 12．2 73．5

1　～2、99 26．0 41．6 32．4 23．5 47．7 28．8

3　～4．99 44．6 45．5 9．9 36．7 58．0 5．4

5　～7，49 54．4 38．3 7．3 50．8 47．2 1．9

7．5～9．99 63．6 31．4 5．0 64．2 34．7 LO

10～14．99 67．8 28．7 3．5 72．6 26．9 0．5

15～19．99

T－

U9．4 27．6 3．1 75．4 24．6 ｝

20～ 87．0 13．0 一 88．5 11．5 …

注）ユ．農業基本調査より作成

　　2．田作農家は水田率60％以上の農家

増加率よりも高く、第二種兼業農家数よりもはるかに多く

第一種兼業農家にまで波及している。階層的には3舷以上層が問題になるが、

5舷層はモード層であり、5魚以上層で第一種兼業化の進行が著しいことが注目さ
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でかなりの割合で存在している。

第一種兼業は1藏～8舷層に多く

53年ではこの階層の約半分を占

めている。実数でみれば昭和47

年から53年にかけて第一種兼業

農家は1勉以下の小規模層と5海

以．上層でかなり：増加し、第二種兼

業農家は全体として減少している。

　以上のごとく、兼業化の進展は、

昭和45年以降に顕著であり、職

種でみれば人夫日雇い形態、兼業

従事者では世帯主ないしあとつぎ

の経営の中心的労働力という第一

種兼業農家が主流になっていると

考えられる。また男子専従者なし

の農家の増加率は第一種兼業化の

　　　　、労働力構成の劣弱化は
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れる。

2．兼業の実態と経営構造

　1）調査集落および調査地域の概要

　深川市は中核稲作地帯のほぼ中央に位置し、雨竜川、石狩川の二つの河川に沿っ

て広がる平地に稲作農家が立地している。人口は昭和53年度で約3万6千人で昭

和30年を最高に減少している。市の産業別就業者数、事業所数では農業就業者数

の海鵜が霞立つが、他はほとんど停滞的に推移している。市内に澄いて新たな労

働市場の展開があったとはいえず、兼業者は従来の産業に組み込まれていったとみ

られる。

　市の中心的産業は依然として農業であるが、その経営形態は主に稲単作経営であ

る。昭和50年度に駆ける市の規模別丁家数をみると3～7魚層がモード層をなし
て駒、。の点では新開的馳と旧墨黒特色船わせ持身年次的畷向をみれば

昭和35年から45年置では3伽に分解基軸があり昭和45年から50年にかげて

は5痂の線に一ランク土昇している。市の兼業動向は基本的に空知全体と同様の動

きを示しているが、第一種兼業化が若干進展している点が特徴的である。生産力的

には全道の稲作地帯で最も反収が高いグループに入り、機械化も進んでいる先進地
域であ課

　深川市は深川町、音江町、一巴村、納内村の町村合併によって成立し、その後多

度志町を編入し現在に至っている。調査集落であるK集落は深川市の中で最も旧開

的特色の強い旧深川町の、市街から車で15分程度の所に位置し、妹背牛町に隣接し

ている。K集落の農家戸数は20戸、平均規模は約4．9勉、3～7海の市のモード

層をなす農家層で構成される。経営形態は大部分が稲単作であるが養豚を導入して

いる農家が2戸、養鶏を導入している農家が1戸ある。K集落は他の集落と比較し
て兼業化率の高さと農家戸数が不変であるという特徴があ課

　次にK集落に存在する営農集団について概要を簡単にふれることにする。深川農

協（1日深／i町）では積極的に生産組織化の展開を進めてきたが、K集落の営農集団

は昭和44年のトラクター利綱組含の結成に始凌り、翌45年からは共同田植が開

始されている。その後、普及所からモデル集団の指定をうけ、50年51年に田植

機（ポソト式）が導入される。現在はプラントは種、耕起、施肥、代かき、田植の

共同作業を実施している。参加戸数は47年に1戸が加入して16戸となったが、

51年に3戸が脱退して現在玉3芦であるQ
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　当集落では転作を実施した農家はほとんどなく一部に休耕を実施した農家がある

が転作という形での生産調整の直接的影響はなかったとみられる。

　な澄以下の叙述に知いて農家番号は水田水張り面積規模順に配列した。それによ

ると現在の分解基軸である5勉の線は⑪、⑫農家の間に引かれる。

　2）兼業の実態

　　（1）兼業形態の概要

　兼業形態の特徴をみると（表一5）、戸数と面積規模では20戸のうち15戸が

兼業農家であり、5、6勿層の部落に齢ける上層部分にも及んで澄り総兼業化の様

相を呈している。兼業従事者では主人ないしあとつぎの経営の中心的労働力の兼業

従事が大半である。兼業先は旭川に行くものが1戸、妹背牛に行くものが三戸ある

が、他は市内である。冬期間については本州に出稼ぎに出るものが3戸ある。兼業

職種は一見して様々であるが、運転手、土建入夫、大工、職員が主なものであり、

このうち運転手は7人で一番多い。i兼i業の期間ではほぼ通年的なもの（5月、10

月の農繁期は休むものを含めて）、夏期間と冬期間のもの、夏期間だけのもの、冬

期聞だけのものに分けられる。この期間は職種との一定の関連を示している。すな

わち通年的な兼業農家では3戸が運転手、夏期間では入夫、大工などがあり、冬期

間では出稼ぎや運転手なども多くなる。冬場に積雪する北海道の特殊性もあり、土

建人夫などの肉体労働は夏場に集中している。また大工場の少い深川市に澄いては

比較的安定して一年中就業できるものは企業に雇用された運転手になると考えられ

る。雇用形態では正社員になっているのは①農家のみで他は臨時雇いである。しか

し、④⑪農家では臨時雇いではあるが正社員的であり、それゆえに一日当り労賃で

は若干低い水準になっている。

屍野業形態嚇徴を経珊珊に離すると考え濃か畝の、つ轡型する。

Aタイプは経営の中心的労働力で農作業期間中の兼業、Bタイプは冬期間の兼業、

Cタイプは経営の中心的労働力ではないものの兼業と專業農家もここに含める。

　　（2）兼業の経済的位置

　稲単作形態のもとで農家の経済力は基本的には水田面積規模によって規定されて

いる。農家総所得に対する兼業収入のウェートは通年兼業農家では家計維持的で塘

程度を占める。それに対して夏期冬期、夏期、冬期兼業農家では家計補充が主で～

部に小使いかせぎ、小農具購入などの理由もあり相対的に比：重は小さい。Cタイプ

の兼業の場合には食事代として月一万円程度家計に入れるような対応が主であり、
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刈

表一5 兼業形態（52年度）
タイプ 形態 農家 兼業従事春 兼業期間 弱数 雇用先 会　　社 職　　種 賃　　金 統計上の分類

① 長男 36才 通年 市内 ポ升チップ工場 運　転　手 12万円／月 王種兼・日雇
通年

④ 主入 37 通年（除6、10月） 市内 運送会社 運　転　手 一 1種兼・桓常

⑪ 主入 45 通年 市内 ジャリ会社、 運　転　手 3，800駒 1種兼・β雇

⑤ 主人 41 夏期（不定期） 一 レンタカー　　運　　転　　手 4，500円／負

冬期（11～12月） 45 静岡 みかん農家 みかん収穫 4，500肺
1種兼・日雇

⑥ 主人 46 夏期（6～8月） 15 布’内 石　　　屋 石　作　り 約4，0GO円舶夏冬

冬期（11～2月） 90 名古屋 土　　　建 土　　　方 …

1種兼・出稼

A
⑩ 主入 40 夏期（6～8月） 50 ｝ レンタカー 運　転　手 5，000円／臼

冬期（11～3月） 120 静岡 日産自動車 一 約5，000円／臼
1種兼・出稼

⑭ 次男（主） 37
更冬期（7～8月11～2月） 150 市内 電気架線 電気架線 5，000醜 1種兼・日雇

③ 主人 46 夏期（6～9月） 40 市内 工　務　所 建　　　築 5，5GO騨 1種兼・日雇

⑫ 主人 55 蜘（6～9月10～12月）
約100 旭川 大　　　工 約7，000賄

夏

次男 22 通年 沼川 法　務　局 職　　　員 一 1種兼・日雇

次女 19 通年 市内 農　　　協 職　　　員 一

⑬ 主人 36 冬期 30 市内 建設会社 土　　　方 5，200緩レ白 専業

⑮ 主人 37 冬期（10～3月） 市内 建設会社 水道設備 一 1種兼・饅雇
B 冬

⑯ 主人 38 冬期（11～3月） 100 妹背牛 ハイヤー会社 運　転　手 約　10万醐 1種兼・日雇

⑰ 主人 36 冬期（11～3月） 110 市内 家　異　店 運　転　手 3，000円／白 1種兼・日雇

⑦ 長男 23 通年 市内 市　役　所 職　　　員 一 1種兼・恒常

C

そのイ也

⑧ 長女 25 通年 市内 たばこ組合 事　務　員 7万醐 専業

⑱ 主人 55　』 夏期（6～12月） 180 市内 建設会社 土　　　：方 約5，500円／臼 1種兼・臼雇

注）農業経営実態調査より作成



二一6　兼業の経済的位置　（52年度）

農家 兼業目的 兼業収入 農業駈得 農家総所得

① 家計維持 三74万 266※ 440万

② 一 一 330※ 330万

③ 家計補充 22万 274※ 296万

④ 何となく 王38万 325 463万

⑤ 生活のため 約70～80万 379 440万

⑥ 家計のため 40万 389 429万

⑦ （家を継ぐ凝） （12万） 428 440万

⑧ 一
0 375 375万・

⑨ … 一 414 4王4万

⑩
家計補充、ノ、　い

70万 448 525万

⑪ 家計補充 約100万 349 449万

⑫ 家計補充 94万 463 557万

⑬ 一 約　14万 445 459万

⑭
ハ使いハ・目　馳入

約　70万 491 569万

⑮ こづかい
？ 530 ？

⑯ 家計補充 40万 554 594万

⑰ 小使い 100万 556 656万

⑱ 家計補充 30万 539 569万

⑲ 1　　　｝ 一 642 642万

⑳ 　 一 566万 566万

注）※印は推定値、その方法は下記のとうり

　52年反収×水田面積×17，000円×K集落平均所得率

　　　　　　　　　　　　（④～⑳農家）62．4％

3）兼業と経営構造

（1）生産力的側面からみた経営構造の類型

家計とは独立的である（三一6）。

通年的タイプは他のタイプとは

明らかに位置付げが異なる。こ

のタイプの農家はいずれも5伽

以下層で総所得水準では分解基

軸である5勉規模の農家の農業

所得とほぼ同水準である。その

ためには100万円以上の兼業

収入が必要となり通年的兼業と

の結びつきが考えられる。つま

り経済的再生産：条件の一定の反

映としての兼業形態であるとみ・

ることができる。同じ5痂以下

層で通年形態ではないものをみ

ると兼業収入ではいずカ．も100

万円以下になるが、家族一入当

砂の総農家所得ではほぼ通年形

態の農家と同水準である。兼業

の必要性をもたらす経済的な再

生産条件には家族数の多少もか

かわっている。

　生産力水準を示すものとして土地生産性の結果指標である反収を類型分けの一次

指徽とま9昭和，、年～53年の、年間の反均反収の水三三すると次の三つ

の農家群が指摘できる（表一7）。第一には反収水準が高いものと比較して約1俵

程度傾向的に低い農家群、第二には昭和52年目においては低いが全体の水準とし

ては高い農家群、第三には反収が傾向的に高い農家群である。第～の農家群を1類

型、第二の農家群を1類型、第三の農家群をIH類型とする。1類型は生産力水準が

低位なもの、∬類型は高位ではあるが不安定な要素を持っているもの、∬類型は生
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産力水準が高位でしかも安定的なものと性格づけられる。

　この類型を基本的生産要素と関達づけてみる（衷一7）。まず水田面積規模では

1類型、π類型は5磁以下の比較的小規模グループであるのに対して皿類型は5伽

以上の大規模グループである。家族構成では1類型は父一あとつぎの年令でみると

60代一30代の構成が多く家族数が多い。H類型は50代一20代が多く、掻類

型では両方のタイプがみられる。労働力数では2人の経営がほとんどであるが、思

類型では労働力3人の経営が数心ある。それに対して1類型では基幹労働力が1人

となり、主人が補助労働力になっている。営農集団への参加では1類型、思類型は

ほぼ参加農家であり、豆類型はほとんどが個別である。機械の所有状況をみると全

体として①、⑧農家を除いて機械体系を装備している。トラクター、田植機では規

模条件と所有形態との関連がみられるが、コンバインではみられない。機械の所有

状況では類型との関連性は明僚には読みとれない。

　次に品種構成をみる（表一8）。部落の中心晶種はユーカラ、キタヒカリであり、

特に普及所がポット式移植と組み合わせて奨励しているユーカラが中心である。そ

の他の晶種では昭和49～51年まではイシカリを作付する経営が多く、昭和52、

53年ではともゆたか、空育103などの品種を採用する経営が多くなっている。

ユーカラ、キタヒカリの反収をみるとユーカラは51年の冷害年では反収が低く、

逆に天候のよい年（52年）にはキタヒカリよりも増収になる経営もみられる。栽

培技術的にはイシカリ、、ともゆたか、キタヒカリ、ユーカラの順にむつかしくなる。

類型との関連で特徴的なことは、　藝類型でキタヒカリの比率が高く、新品

種導入では王類型で導入していない経営がほとんどである。

反収、罐構成と密撚関係する鵬の投下で誰俵刃）、L噸型に紳

て投下量の水準が低く、投下方法としても追肥をしないなど特徴をもった経営が多

い。

　このように、玉、耳、姐の各類型は経営の生産要素の保有や品種の採用などで特

徴的な差異を示して澄り、単なる反収水準の違いだけではなく経営構造の一連の違

いを代表している。

　　②　経営構造類型と兼業タイプ

雛瀧鯉と兼業。ヴの相論オ俵一1。）で調査農家の肺をみると、1

類型ではAタイプ（特に通年形態）に集中しているが、聾、皿類型ではA、B、　C

各タイプに分散している。この分布から次の三つの点が問題になる。第一には両極

をなしているA－1タイプとC一皿タイプの違い、第二には同じ兼業タイプであり
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表一7　基本的生産要素（52年度）および反乱反収の推移

家　　族　　構　　成　　（年令づ 労働力

@（人） トラクター

類型

農家番号

水田

辮ﾏ
i£α） 父 母

郵書 同妻

息子・ 娘

計QD
総数 基幹 補助 台数 型式 諜羨

A ① 3．00 66 △△ ⑳ 10 6　　　一 6 3 1 2 雪3 4ゲs
S7

昭　年
S5

④ 3．66 70 △ ⑰ 13．11 5 2 1 1 雪3 解 45

1

⑪ 4．36 73 70 △ ⑭ 12 （19）」6 6 2 1 1 ％3 解 45

8 ③ 3．49 ⑯ ＠ 1荏 18 4 2 2 0 レ3 35 52

A ⑤ 3．84 ⑰ ⑫ △ ⑩ 16 10 6 4 3 1 1／3 35 52

⑥ 4．20 75 ⑱ ⑰ 3 2 2 0 1／3 35 52

H B ⑰ 6．56 62 58 ⑮ ⑳ 9 6、　3 7 2 2 0 雪3 努 45

C ⑦ 4．23 76 ⑫ ⑱
（△）

4 3 2 1 鷺3 解 45

⑨ 4．27 82 ⑲ ⑯ 3 2 2 0 レ2 30 52

A ⑩ 4．28 67 60 ・⑲ ⑩ 圭6 5 2 2 0 ％3 珪1 45

⑫ 4．95 ⑭ ⑩ △ （19） 4 2 2 0 2イ3 珪1 45

⑭ 5．12 △ 62 ⑳ ⑭ 4 2 2 0 1 27 50

B ⑬ 4．97 △ ⑲ ⑳ 10　　7、 5 3 2 1 雪、 珪1 45

賑 ⑮ 5．51 ㊥ 60 ⑰ ⑯ 6 t3 6 3 3 0 雪3 解 45

⑯ 6．40 64 ⑰ ⑮ 5 10 5 2 2 0 1 30 53

C ② 3謹0 ⑱ ⑭ 11 18 4 2 2 0 なし 一 一

⑧ 4．27 73 ⑯ 25 3 1 1 0 2イ3 珪1 45

⑱ 6．70 53
・

⑳ ⑳ ’3 4 2 2 0 鷺3 珪1 45

⑲ 6．56 ㊥ 61 ⑰ ⑫ 12 7 6 3 3 0 2イ3 解 45

⑳ 7．10 ⑭ ⑳ 2 2 2 0 雪3 珪1 45

注）1，

　　2．

　　3．

農業経営実態調査から作成　　4．機械装備年次は最初の機械が導入された年次を示す

A、B、　Cは兼業類型　　　　5．　（　）は同居しているか不明なもの

家族構成の○は基幹、△は補助
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機　　　　械　　　　装　　　　備
平均反収の推移

他　部　門
田　植’機 自脱コンバイン 乾　燥　機

（俵）

台　　数
型式 装備年次 丁数 型式 装備年次 台数 型式 装備年次

昭51

52 53

％ 4条
|ット

昭50年
T圭 なし ｝

沼　年…

なし …

昭　年一

繁殖豚　5頭 ？ 8．0 8．5

％ 4条
|ット

彗1 1 2条 49 1 32 45 7．0 8．0 8．5

6・喬 4条
|ソト

1♀ 1 2条 49 王 27 49 7．2 8．0 9．0

1を 6条
}ット

52 14 3条 48 1 32 43 7．2 8．0 9．0

1
4条・マット

51 1る 3条 48 1 32 43 9．6 8．5 9．8

％ 6条
}ット

52 1 2条 49 1 30 43 ？
8．6 93

％ 4条
}ット

ll
1 3条 50 1 31 41 7．5 8．0 9．7

％ 4条
|ット

91 1 2条 49 1 32 47 繁殖豚15頭 7．8 8．5 9．7

王 4条
|ット
53 ％ 4条 49 1 32 8．4 8．6 ？

％ 4条
|ット

9♀ 1 2条 47 1 32 48 6．9 三〇．0 9．5

％ 4条
|ット

ll ％ 3条 46 1 30 46 8．5 9．0 9．3

1 6条
}ット

51 1 2条 46 1 32 47 8．0 9．5 9．2

％ 4条
|ット

ll 1 2条 48 1 24 48 7．0 8．9 9．1

％ 4条
|ット

ll ％ 3条 49 1 32 43 6．8 9．0 ？

1 4条
}ット

52 1 2条 45 1 50 7．5 9．0 9．7

1 4条
}ット

51 1 2条 51 1 27 48 8．0 10．0 9．5

％ 4条
|ット

ll
なし 一 一 なし ｝ 一 7．8 9．0 93

％ 4条
|ット

1？ 1 3条 50 1 38 7．5 9．0 ？

％ 4条
|ット

留 1 2条 45 1 32 45 ？ 9．6 9．6

％ 4条
|ット

　．撃 1 3条 43 2 鶉 43 養鶏3000羽 7．4 8．9 9．25
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表一8　品種構成

ユーカラ作付率
@　　　（％）

キタヒカリ作付率

@　　　（％）

ユーカラの

ｽ収（働
キタヒカリ

ﾌ反収‘俵
その他出懸
ﾌ反取（俵）

類　型

農家番号

昭51　　52
53
昭51
52 53

その偬の品種
昭51

52 51
昭52

51 52

A ① 100　100 60 一 ｝ 40 ㎜
？ 8．0

一 一 一 一

韮

④
ニレカラユーカラ

?心 中心
100 ？ ？

一 一
7．0 8．0 7．0 8．0

一 一

⑪ 45～57 45～57 ？ 21 21 29 モチ ？ 9．0 9．6 8．0
一 一

B ③ 71 29 71 29 71 29 ｝ 6．5 8．0 9．6 aO 一 ｝

A ⑤ 23 23 16 47 62 39 二三か空麹4 8．5 8．5 10．2 8．5

藝 ⑥ 52 37 48 48 63 52 …
？ 83 ？ 8．8

一 一

B ⑰ 49 49 52 51 51 33 ともゆたか 7．5 8．0 7．5 8．0
一 一

C ⑦ 48 48 48 12 一 36 空奮104、イシカリ 7．0 85 8．5 一 一
8．5

⑨ 74 47 53 26 40 47 ともゆたか 8．0 8．5 9．5 8．5
一

9．2

A ⑩ 70 100 33 30 一 67 7．0 1α0 6．5
？

一 一

斑 ⑫ 61 61 60 39 20 一 ともゆたカ＼空回104 8．8 9．1 8．0 8．2
一

9．6

⑭ 100 84 84 一 16 16 一
8．0 9．5

一
9．5

　 一

B ⑬ 78 72 56 22 28 28 空育104 7．0 9．0 8．6 8．7
一 一

⑮ 60 60 60 40 40 20 ともゆた瓶空剃鵬 6．8 9贋α 6．8 9．0
一 一

⑯ 72 52 58 19 48 42 イシカリ 7．0 9．4 9．0 8．5

C ② 50 一 一 一 50 50 イシカリ 6．0
一 一

9．0 玉0．0 11．0

⑧ 60 48 43 17 24 38 イシカリ、ともゆたか 7．0 8．5 9．5 9．5 9．5 9．5

⑱ 76 63 63 27 37 20 ともゆたカ＼モチ 6．7 9．0 9．5 9．0
　 一

⑲ 65 65 54 一
8 21 イシカリ、空育97 9．5 9．5 10．0

⑳ 63 59 59 37 34 ｝ ともゆた瓜空膏104 7．0 8．5 8．0 9．0
一
11．0

注）　1．農業経営実態調査より作成　　2．　？は不明
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二一9　反当り肥料費 （52年度）

　　単位　円
類型 農家 反当り肥料費 類型 農家 反当り肥料費

1 A①
？ 阻 A⑩ 7β14

④ 6，170 ⑫ 9，795

⑪ 7，190 ⑭ 6，782

B③ 5，000 B⑬ 7β07
旺

A⑤ 6，268 ⑮ 7，585

⑥ 6，514 ⑯ 6，163

c② 8，000B⑰

ョF

5，060

T，655 ⑧ 6，217

⑨ 三〇β26 ⑱ 5，994

⑲ 6，944

⑳ 6，407

注）農業経営実態調査より作成

表一10　兼業類型と経営構造類型の相関

経営構造類型
1 嚢 田

通年 ①④

J

A

享冬 ⑤⑥ ⑩⑭

夏

③ ⑫

B 冬

⑰ ⑬⑮

O
第七 ⑦ ⑧⑱

C
専業 ⑨ ②⑲

S

ながら経営構造が違うもの、第

三には経営構造類型が同じであ

りながら兼業タイプが違うもの

である。これは経営構造と兼業

との結びつきの違いを反映して

いると考えられる。この三点を

代表事例農家の農作業過程に趣

ける労働組織（表一11）の形

態を通して分析するQ

　①　両極をなすA－1タ

イプとC一雛タイプの分析

　A－1、C一皿タイプは共に

機械化段階ではほぼ同一であり、

その差異は具体的な作業過程に

あると考える。ここではそれを

代表するものとして作業過程に澄ける

労働組織のあり方でみる（表一1・19）。

　ほとんどの作業は夫婦2人の労働力

で逐行されているが、育苗管理、追肥、

水廻りの作業に商いて特徴的な違いが

みいだされる。すなわちA－1タイプ

では意志決定主体である主人が通年的

兼業に従事し、田植、収穫期の機械の

オペレーター労働のためには兼業を休

むがその他の期間には十分休めないこ

とから、管理作業過程に感ける「手抜

き」の傾向がみられる。その事情は補

植作業の実態にもあらわれている。⑪

農家では「会社をあまり休むとまずい

」ために自分の兼業労賃よりも高い労

賃で雇用労働力を導入し、自分は補血

作業に参加しない。ここには不況下で
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表一11　作業過程に訟ける労働組織の実態　　（52年度）

農 予
育 苗

耕 代
妾 施肥 田植 除草 防 管理 収 乾 稲

類型
家蚤写 作　業

]事者 借

ノ、

Eス

床作り 播種 管理 施肥 追肥

起

かき

多馨い

基肥 追肥 田植 補植 除草剤 手どり

除

水廻り 畦草習

穫

峰調整 わら収集

A－1 ④ 主人 ○ ○ ○ ○ ○ ＠ 集 ㊥ ？ △ ＠ ○

妻 O o o o Q ○
団

o O 0 ？ 0 O ○ o 0 o

母 0

雇用 o

⑪ 主人

ﾈ
、O

OO Oo 00 △O

o

OO ＠ ㊥ 00

o

＠o

○

△O

0

00 00 Oo ㊥0 OO OQ

雇用 o

A一猛 ⑥ 主人 ○ ○ ○ ○ △ ○ 農 農 ○ 農 ○ ㊥ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＠ ○ ○

妻 o o o O o o O
協委 協委

o
鵬委

o 0 o o Q o 0 o o O

一巳

W用 託 託 託

A－1歴 ⑭ 主人 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ⑭ ㊦ ○ ＠ ○ ○ ○ ○ ○ ㊥ ○ ○

妻 0 0 o o Q 0 O 0 o O o O o O o O O o 0

父 o

雇用

⑫ 主人 ○ ○ ○ ○ O ○ ○ 集 集 ○ O ○ ＠ ○ ○ ○ △ △ ＠ ○ 集

妻 O 0 o o O o
団 団

0 o 0 o O 0 △ o 0 Q
団

雇用 O

B－R ⑰ 主人 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＠ ㊧ ○ ○ ○ ㊥ △ ○ ○ ○ ○ ○ ㊧ ○ ○

妻 0 o O △ O 0 0 Q ○ o o o

雇用

C－H ⑦ 主人 ○ ○ O △ ○ ○ ○ 集 ⑭ ○ ○ ○ ○ △ ○ O ○ ㊥ ○ ○
妻 o 0 o

団
o O 0 o O o 0 0 o

．長男 o o △ o o △ △

雇用

C一疽 ⑧ 主人働 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 集 集 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○℃
母 △

団 団
委 委

雇用 O 託 託

② 主人 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 農 農 ○ 農 ○ ㊥ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ＠ ○ ○

妻 o Q O o o o o
協委 協委

o
協委

0 o o O O o 0 ○

雇用 託 託 託

⑲ 主人 ○ ○ ○ ○ ？ ㊥ ＠ ○ ○ ＠ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ㊥ ○ ○

妻 O o o O ？ o O o o o 0 O o O o

父 O Q O ？ o o Q o

雇用

注）　1．農業経営実態調査より作成

　2．㊥は機械のオペレーターを示す。
　3．△は一部に参加することを示す。
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あることも相蚕って兼業を維持しよう．とする論理が強く働いている。それに対して

C一思タイプでは一貫した専従労働力が確保されている。このタイプの⑲農家では

主人の健康がすぐれないために夏の兼業をやめているがその分を管理の集約化に向

けるという考えをしている。

　事例にあげたA－1タイプの農家は集団の構成員であり。一喫タイプの農家の春

の共同作業については同一の条件とみなしうるので、結局管理作業過程の労働力の

あり方が生産力に対する規定要困になっていると考える。

　　　②　同じ兼業タイプでありながら経営構造類型が異なるもの

　特徴が示されていると思われる農作業期間中の兼業であるAタイプの各経営構造

類型を分析する。労働組織はA一三、A一盟タイプでは違いは認められない。　A一

頚タイプでは手どり除草を妻にまかせるやり方がみられる。その点では夏期間の兼

業に対応しているが、生産力水準に影響するものではない。したがってこの場合に

も経営構造類型の違いは管理作業の労働組織のあり方が規定要因になっている。管

理作業過程に経営主が充分に参加しないのはA－1タイプの通年形態の経営に特有

なものである。

　ここでAタイプすなわち夏期間兼業について簡単に検討してみる。專業農家であ

る⑲農家の作業過程（表一12）によれば、4月、5月置6月上旬までは移植作業

に関連した作業が育苗から連続し労働ピークをなすが、6月中旬に追肥、除草剤散

布が終った後は共同防除が3回ある他はもっぱら畦草刈り、ヒエ抜きなどの除草作

業と水管理のみになる。8月から9月中旬までは作業がほとんどない。9月下旬か

表一12　⑲農家の農作業過程　（52年度）

3　月 4　月 5　月 6　月　　　7　月 8　月 9　月 10月

上中　下 上中　下 上　川下 上中下 上中　下 上中　下 上中　下 上中　下

苗代
一田植

補血 収

触糞　ワラ収集

耕趨代かき 乾燥、調整

x苗代堆肥投 ×元肥
×追肥

　△
恆錐ﾜ

除盆騎・ 抜…｡苅 麟刈り

o防除 O　　　O

V　　　〃

注）農業経営実態調査より作成
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ら収穫期に入り10月中旬のワラ収集で秋作業が終る。⑲農家を基準にして考えれ

ば、7月下旬、8月中9月に診いては労働力が遊休化する部分がかなり存在する。

しかも兼業の形態が臼雇いであって休み易い場合には6月上旬の補植が終ってから

は連続した作業はなく、6月から9月にかけての兼業は日雇いの場合生産力水準に

影響があるとはいえないだろう。この点からAタイプの兼業農家は通年形態のもの

以外嫌業が労醜織のあ妨を規定するものにはなって瞳瀞

　　　③　同じ経営構造類型でありながら兼業タイプの異なるもの

　ここでは亙類型のA、B、　Cタイプ、皿類型のA、　B、　Cタイプを分析する。い

ずれのタイプに澄いても労働組織のあり方では違いは認められない。特徴的な差異

は労働力の年令構成である。A一遇、　B－1蚕タイプでは主人の大半が30代後半で

あり、C一皿タイプでは50代前後である。叢類型では明僚にはみられないがA、

Bタイプの方が概して若い（表一7）。こうした労働力の年令差は同時に家族構成、

労働力構成の差異を代表している。30代の場合一一息子（30代）という2世代

構成になり労働力的には条件がよいが逆に育ち盛りの子供がいて家族数は多い。兼

業に出る条件、必要性も他の世代より大きい。

この点を昭和53年度の基本調査で旧深川町の

7部落に論ける兼業従事者の年令別の兼業率を

みても（表一13）、30代の男子が一番兼業

率が高くほぼ半数は兼業に従事している。30

代の男子は働き盛りで経営の中心的働き手であ

り、兼i業に出るのがむしろ普通であるといえる

状況である。K集落の兼業化率が高いのは30

代の男子労働力が他集落に比較して多いことが

一つの要因であろう。つまりこの場合には経’営

に澄ける労働力の存在構造が兼業を規定してい

る。

　　（3）現状分析のまとめ

　以上の分析を要約すれば次のようになる。

表一13　年令男i」兼業者率

　　　　　　　　（＝男子）

年令別 兼業者率（％）

20代 3　0．0

30代 5　1．6

40代 4　1．6

50代 2　7．0

60代～ 2　1．7

注）旧深川町7部落の53年度
　　基本調査の集計

生産力的に低い階層（1類型）では経営構造の差異は経営の作業過程に診ける労働

組織の違いとしてあらわれ、管理作業過程の手抜きの傾向がみられる。それは通年的

正社員的な兼業形態によって規定され、雇用兼業の論理が貫ぬかれている。それに

対して生産力的に比較的高い階層（E、選類型）では兼業の生産力的影響はみられ
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ない。その兼業化の論理には経営の労働力の存在構造が密接に関連している。この

ように兼業と経営構造との関連には2つのタイプが存在している。

　次に再生産条件に密接に関わる面積規模階層でとらえ返してみると、1、亙類型

は5勉以下の比較的小規模層であったが∬類型の兼業農家は上述のまとめの後者に

入る。つ採り5舷以下の階層に診いても2タイプが存在しているのであり、必ずし

も規模階層とは一致しない面を持っている。

　4）兼業農家のタイプと経営展開

　　（1）兼業の深イビと経営構造の変化の特徴

　　　①兼業深化のプロセス

　昭和40年以降の兼業の展開は次の三つの画期に分けられる（表一14）。第一

に昭和荏0年代前半の時期ですでに11戸の農家が兼業化して削り、そのうち7戸
　　　　　　　　　　ゴ
は冬期兼業、1戸は通年兼業である。この時期の兼業の特徴は兼業従事者がいずれ

も現在30代後半にあるということである。前節で30代の男子労働力の兼業率の

高さを指摘したが、この点は歴史的経過に轟いても確認できる。すなわちK集落の

現在30代である労働力は学校を出るとすぐに何らかの形で冬期兼業に従事してい
るのであ譜第二の嘲は昭秘。年代後半で米価据置き註産纏の開嫌ど経

営をとりまく条件の劣悪化が進行した時期である。特徴としては新たに兼業を始め

た農家が3戸あり、特に部落で最も水田面積の大きい⑳農家が昭和47、48年に

出稼ぎに出ている。また今まで冬期間に兼業に出ていた農家に無いても新たに夏期

間の兼業に出るものが3戸あり、この時期は従来の兼業形態から量的にも質的にも

一段深化したといえる。第三の時期は昭和50年に入って以降である。この時期に

は小規模層の3戸が薪たに兼業化する。この場合には夏期間兼業から始まっている。

すでに兼業化している農家でも兼業期間でみると更に進展している農家が多い。そ

れに対して比較的大規模層の⑲⑳農家では兼業をやめている。

　以上より次のことが指摘できる。第一に兼業が深化してくる局面は昭和45年以

降であること、第二には各画期ごとにまとめれば冬期間兼業→冬期・夏期兼業→通

年兼業という形で兼業が進んでいること、第三には昭和50年代に入って小規模層

で新たに兼業する農家が出るのに対して大規模層ではやめる農家も出るなど規模階

層的な差異が明確になってくることである。

　次に経営構造類型との緯圏で整理する。1類型、贋類型は昭和40年代前半から

兼業に出る農家が多い。これはこの類型には現在30代後半の男子労働力が多いこ
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とによる。H類型では40年代後半から特に50年代に入って兼業化するものが多い。

1、皿類型は兼業が先発的であり、∬類型は後発的である。1類型はその後兼業

が内容的に進展して、ついには通年形態になる。皿類型では比較的規模の小さいグ

ループが夏期、冬期兼業に移行している。このことから兼業の展開プロセスは経営

構造：類型、特に規模条件と密接に関連していると考える。

表一14　兼業の展開過程

昭40　41　42
43 44 45　　46 47 48　　49 50　　51 52　　53

1 A ① 冬期 通年

④ 通年

⑪ 冬期 夏冬通年一
8 ③ 冬期ふ夏期

H A ⑤ 冬期 夏冬心
⑥ 夏期 夏期 夏期一
B ⑰ 冬期

C ⑦ 通年一
⑨

田 A ⑩ 冬期 夏期一夏冬

⑫ 夏期

⑭ 冬期 1夏・冬

B ⑬ 冬期

⑮ 冬期

冬期　　一・一一一一一一⑯ 夏・冬 冬期一一一議乃レ靖

C ②

⑧

冬期⑱

⑲ 冬期

⑳ 冬期紬
一一

注）　破線はいつから出たか明確でないもの。
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　　　②　経営構造の変化の特徴

　まず労働力については家族労働力では大きな変化はみられない。昭和52年度で

中心的労働力が30代である経営では現在でも男子2人の構成をとるか昭和40年

以降に世代交替しているものが多い。土地面積規模については離農が昭和40年以

降なかったこともあって拡大している農家はない。経営構造の特徴的な変化は機械

化の進展である。当集落に論ける機械化の進展は昭和42、43年に行なわれた圃

場整備後の昭和44年に澄けるトラクター利用組合の結成に始まる。利用組合外の

農家は農協トラクターの魚偏を利用して睡り、44年から耕起、代かきはトラクタ

ー段階に入る。その後40年代後半に自脱コンバインが導入されるが、この導入に

は階層性がみられる。すなわち5魚以下層（1、H類型）では遅れて昭和48、49

年頃導入されるのに対して5舷以上層（主に瓢類型）のうち比較的規模の大きな農

家では早いところで昭和43年でほぼ47年には導入されている。田植機は営農集

団で昭和50・51年に、その他の農家でも52年には導入され昭和50年代に入

って主要な作業の機械化体系が完成された（衷一7参照）。

　ここで機械化と密接にかかわる省力化の進行について検討する。収穫作業では自

由コンバイン導入により雇用労働が排除され、秋作業期間が半分程度短縮される。

田植作業では集囲農家では共同田植の実施後頭絹がなくなり、集団外農家では田植

機導入によりなくなる。夏期間については除草剤の効果的使用が可能になる昭和45

年前後から雇用がほとんどの農家でなくなっている。このように雇用労働力の排除

を指標にしてみると全体として機械化の展開の中で省力化の進行はめざましいもの

がある。この点を農林省の生産費調査で北海道の稲作の月別労働時閥の年次的推移

によって補足する（図一1）。それによれば5月、6月、1G月の省力化の進行が

著しい。7月8月、9月については昭和45年時点ですでに低い段階にあったが、
二輪1年までにさ転職と低くなる．。れ抽積糠条件との関連で吟味摺

と昭和51年では3～4勉層では5月を除いてすべての月に労働力が遊休化するこ

とが示される。5磁以上層でも4月、7月、8月、9月には遊休化する部分が出て

きて夏期間兼業の可能性が示さ．れている。

　最後に兼業展開の画期との関連では、第二期以降の兼業が深化する時期と圃場整

備後の機械化体系確立への動きが重なり合っている。つまり稲作をとゴまく条件の

変動の中で経営構造の変化と兼業の進展が関連性を持って展開したことが旛摘でき

る。
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図一1　月別労働時間の推移（米、10a当り）

5月

哺　　　縣　　髄

P0月6月
卿　　　葡　　　幽

r㎜一一 騨一一唱 哺 一岬一
＿　　　＿　　　噸 一3磁

（時聞）

@20

@　15

@　10

@　5

9　　一　　一

一一｝ 一 ｝｝一 一一一 『一 ｝ 一逐融

7月

．9且
一㎜一 一一｝ ｝r一 一　 ｝一 一一鴨

　　’

黷kU磁

一　　隔　　噂　　輔

S月8月 一 需辱 一一一
｝　　一　　　蝋

一一 一一一
一7磁

45　　　　　46　　　　　　47　　　　　48　　　　　49　　　　　　50　　　　　51　　　　（年～欠）

注）　1．農林省米生産費調査より作成

　　2．北海道の数字：である。

　　3．破線は本文注㈱参照

　　（2）　兼業農家のタイプの展開過程

　まず、現在の兼業タイプと経営構造類型の対極をなすA－1タイプの⑪農家、c

－1聾タイプの⑲農家を事例にとる（表一15）。な澄⑲農家は過去に澄いて兼業して

訟り、Bタイプとの共通性も持っている。

　兼業展開では⑲農家の方が逆に早発的であり40年代前半から兼業に出ている。

⑪農家では44年から出る。⑪農家は兼業が廷9、50年と深化し通年兼業になる

が⑲農家は逆に兼業をやめている。理由は主入の健康がすぐれなかったためである。
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機械化については共に集団構成農家であり春作業については同一であるが、自脱コ

ンバインの導入でみると⑲農家の先発性が特徴的である。次に生産力水準を示すも

のとして反収動向をみると⑪農家は昭和43、44年に9俵台の水準になるが46

年以降8俵台に落ちている。⑲農家では42年に9俵台に達してその後安定的に推

移している。⑪農家は反収低下の理由として除草剤の使用、堆肥を投入しないこと

をあげているが、⑲農家は除草剤の使用に短いても早期的であり昭和40年には除

草に澄ける雇用労働力がなくなっている。つまり⑲農家は機械化でみても除草剤の

使用などをみても生産力展開が先発的であり高い技術水準を確保しているとみられ

るのに対して、⑪農家は生産力展開が後発的でありしかもその展開の中で反収が低

下し不安定な様相をもたらしている点が指摘できる。兼業との関連性を明確にする

ために⑪農家について再生産条件を吟僻しつつ検討してみる。⑪農家は44年から

冬期兼業を始め46年から生産力水準が落ちるがこれは前述したように兼業が直接

的原因ではない。その後機械化が進展するが同時に嘆3年から47年まで米価（う

るち3等）が8，000円台に抑制されて薫り再生産条件の悪化が考えられる。49

年には夏期聞も兼業に出て同時に自脱コンバインを導入するが、50年からは通年

形態になる。その後に田植機が導入されてくるが、この段階では現状分析でみたよ

うに管理作業の手抜き化による生産力の低位水準への固定化があると考えられる。

通年兼業は40年代半ばの再生産条件の劣悪化と機械化の進展に対する対応であろ

う。その背景には省力化の進行と通年兼業でも一定の反収が確保できることもある

が、基本的には規模条件がかかわってくると考えられる。

　以上から生産：力展開の質的な差異が現在の経営構造の質的差異をもたらし、⑪農

家では通年的な兼業が生産力の不安定性に更にその規定要因として加わっている。

それは「手抜き」の形であらわれ田植機段階になって一層矛盾を大きくしたといえ

るであろう。

　次に∬類型の里中として⑥農家についてみると（表一16）機械化については1

類型と同じように後発的であるが、反収動向では40年代前半から9俵台の高い水

準にある。1類型の⑪農家とは生産力水準の推移に明確な差異がみられるのであり、

H類型では概して兼業に出るのは遅いがその兼業は生産力的に影響を及ぼすもので

はないといえる。このように機械化の展開は後発的であるが、生産力水準としては

高く推移しているのが嚢類型の特徴である。

　ここで補足的に兼業に出る理由についてふれて於くと経営構造類型別の特徴が明

僚である（表一寸6）。1類型では兼業が早発的であり①農家の「土地面積がない
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表一15　事例農家の経営展開

Aヨ⑪
　　　年次1項目

40 41 42 43 44 45　　46 47 48 49 50 51 52 53

兼　　業
冬期

a 運転助手

夏・冬

`

’年

`
運転手

男 2 1
労働力

女 1

脱こく　×

田植×雇用 常雇1 除草×

耕起 集団トラクター

田植
集騒

c植機

機械装備

一収穫 コーセイ

心
解ンダ

コソ解ソ

Q条

乾燥 循環式

面積規模 4．36

反収動向 8俵台 10俵 9俵台 8俵台

c一握　⑲

　　年次
?函

昭40
41 42 43 44　　45 46 47 48 49 50 51 52 53

兼　　業

冬室蘭

8
内地（副

男 2
労働力

女 1

雇用 除草× 石ヨ植×

耕起 集闘機械装備

田植 集瀾

収穫 コーセイ
コン少阿’

Q条 2条 4条

乾燥
循環式

Q4石 32石

面積規模
6．25滝α
臼一2．5）

反収動向 9俵台
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A－H⑥
　　　年次項呂 昭40

41 42　　43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53

兼　　業

一圃場整備
繭土建 夏A、石

｝

2男労働力

女 1

雇用 収穫x 田植X

耕起
農協トラクタ

名

照植 ％辱

機械装備

収穫 解ンダ
コン少解’

Q条

乾燥
！→ﾂ式
@薫㊧

面積規模・ 4．2£α

反収動向 10俵台もある 9俵台

注）　1．農業経営実態調査より作成　　　2．×は雇用がなくなったことを示す。

　　4．兼業のA、Bなどは、兼業タイプを示す。（前節参照）
3．㊧は圃場整備

表一16　兼業に出る理由

類型　農家 類型　農家

1　① 颪積が小さいので 斑　⑩ 休耕によりみなが出るようになった

秋の仕事が早く終るよ5になった

颪積が小さいし規模拡大したかった

④ 学校出てから何となく ⑫ 家計補充

将来のための蓄積

⑪ 田がないし、買う気がなかった ⑭ 経済的には出る必要ない

労力が余るので

小使い稼ぎ

③ 紫が出ていくし、機械費増で生活も苦しく ⑬ ヒマがでぎた

なったo 小使い十家計

嚢　⑤ 除草剤を使う分を蘇いでこなければならな ⑮ 小使い

い

⑥ 生活費十自動車購入斗機械費の金がカかるので ⑯ 小使い

除草剤・手間がかからなくなり、他方除草 冬することがない

剤代が高く

⑰ 退屈しのぎ、小使い稼ぎ ⑲ 冬の農作漿ない
自分の小使い

注）この理由は主は出始めた理由である。
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ので」ということが代表するように規模が少くかつ拡大条件がないもとでその点を

早くから意識して兼業に従事していったと考えられる。鉦類型では機械化が栢当進

んだ50年以降に出るものが多いが、そこでは⑥農家のように「機械化による経費

増」、⑤農家もいっているが「除草剤代を稼いでくる」などのこの間の機械化を中

心とする経営展開の結果が再生産条件の狭険化をもたらし兼業対応していることが

読みとれる。この点は50年に入ってから兼業に出始める1類型の③農家も同様で

ある。1類型、豆類型に共通なことは規模条件に規定された再生産条件との関わり

で兼業化の理由を示していることである。これらの経営は共に5痂以下の規模であ

る。それに対して皿類型では「小使い稼ぎ」が圧倒的であり、その条件としては夏

の間の除草労働の省力化によって暇ができたことがあげられている。∬類型はほと

んどが5伽以上であるが、この階層では、兼業は遊休労働力が外に仕事を求めると

いう性格のものである。兼業化の理由では豆類型と猟類型では明確な差異があり、

経済的な再：生産条件との関連では稲単作形態のもとで5勉を分岐とする差異がみら

れ、∬類型の兼業は1類型と蟹類型の中間的な性格をもつと評価できる。

　以上で分析を終るが、まとめとして簡単に：要約すれば次のようになる。昭和45

年以降の稲作中核地帯の兼業化は兼業と経営構造との関連性に語いて典型的には二

つのタイプの兼業農家を形成した。すなわち兼業形態が労働組織を規定し生産力に

影響する兼業農家と労働組織を規定せず生産力に影響しない兼業農家である。それ

は経営展開に澄いては生産力展開の早発的で安定的なものと続発約で不安定なもの

という二つの違った展開に密接な関連を持っている。同時に規模条件による再生産

基盤の差異によって規定づけられ5舷を分岐とした階層的な違いでもある。この階

層には中間的タイプも存在する。

3．まとめと今後の課題

　最後に以上の分析の結論を経営組織的に評価して全体のまとめにかえた譜

　葦ず当部落は経営形態としては水稲単作形態がほとんどであった。その形態は兼

業が深化する以前から成立している。単作形態は農作業の今節的繁閑の存在によっ

て労働力、労働手段の遊休状態を不可避的に内包している。労働手段の高度化であ

る機械化の展開によってそれは一層はげしくなった。企業者的な経営主体の行動原理

は利潤追求であるが、そのためには個別的生産コストを社会的平均的生産コストよ

りできるだけ低くすることが組織化の方向となる。そのことから労働力、労働手段』
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の操業度を高める必要が生ずるが、兼業対応は労働力だけのフル利用という側面を

持つ。しかし兼業は経営内の部門ではない。雇用兼業の場合兼業に従事する労働力

には雇用の論理が働く。1類型の兼業の場合には通年的正社員的兼業形態によって含

理的な作業組織化の方向自体が阻害されている。つ蚕り稲作部門と兼業を考えた場

合に1類型では「競合」関係ともいえるものであり、翼類型では「補合」関係とも

いえるものである。兼業対応は単作形態の固定性に条件つげられた労働力のフル利

用という短期的対応としてみられ、同時に通年的正社員的という一つの兼業形態をと

る場合には作業組織化を阻害する方向に問題があらわれる。それは単作形態が規模

条件によって再生産条件の格差を生み出すことによっている。単作形態の固定化が

続きかつ再生産条件の劣悪化が進むとすれば皿類型の兼業でも1類型の兼業に進む
単離を持ってい譜噸型は現時点ではその過渡的存在であると照る。基本的

には稲単作形態の矛盾の発現としての兼業化であるとその性格を評価することがで

きるであろう。結局、経営組織化の方向が阻害されているのだが、そのことは稲単

作形態が固定化される条件のもとで、組織化を進める前提である企業的性格が陶冶

されてゆかない条件となっているとも考えられる。逆に経営主体の性格によって規

定されているとも考えられるが、いずれにしても経営主体の性格の問題も視野に入

れてゆかねばならないであろう、以上、仮説的なまとめになったが、最後に今後の

課題を提示して本稿の分析を終りたい。

　今後の課題として残されたものは次の4つであると考える。

　第一には、兼業が生産力に影響するタイプを検出したが、反収低下のメカニズム

を把えるためにはさらに具体的な作業の方法と意志決定主体である兼業従事の労働

力と具体的な作業の逐行者である労働力がどのようなかかわりを持っているのかそ

の実態の分析が必要である。たとえば⑧農家は労働力では妻のみでその点で通年タ

イプの兼業農家と共通性を持つが、生産力水準では異質である。このことは労働力

組織の構造と作業技術の吟味の必要性を示している。

　第二には、圃場整備後の機械化を中心とする生産力展開のあり方の問題である。

機械化は省力化や再生産条件の劣悪化をもたらすなど兼業化の要因となっているが、

同時にワラ収集の問題や本田に対する堆肥投入が行なわれなくなっているなどの問

題も生じている。地力維持の問題など長期的視点も含めて兼業と生産力展開の関連

を扱う必要がある。

　第三には、生産組織と兼業との関連である。調査部落には生産組織が存在したが、

この点はとりあげられなかった。兼業の展開と生産組織がどう関係するのかという
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問題と共同作業に対する出役などをめぐって問題が表面化している異質な農家群に

分解した後の集団のあり方の問題がある。このことは今後の稲作経営展開のあり方

と「担い手」の問題ともかかわっている。

　第四には、地域性の問題である。調査部落は稲単作と規模拡大がなかった地域で

あったが実際には稲作中核地帯に澄いても南空知に典型的なように規模拡大の著し

い地域や上川中心部のように野菜導入など複合化の動きがある地域も存在している。

それらの地域にみられる動向と兼業化はどのような関係になっているのかを単作地

帯と比較することによって稲作経営に澄いて進行している兼業化の性格がより明僚

になる。
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　注

ω　『農業問題研究』滋8、1977年4月参照

（2）その理由として兼業化がとりわけ進んだ日本経済の高度成長期に論いては機械

　化の進展、農業をとりまく社会経済的条件の変化（農産物の自由化、米の過剃等）

　によって農業経営構造が全体として大きく変化したこと、しかも「兼業型稲作」

　などといわれるように生産力展開それ自身が兼業と深く結びついていると考え

　るからである。

　　な澄ド兼業型稲作」については金沢夏樹著『稲作農業の論理』（東京大学出版

　会1971年）の第14章兼業農業下の稲作に輸いて機械化と兼業化の関連でふ

　れられている。

（3）従来専業的であった経営が昭和40年代後半の機械化の進展と重なった形で兼

　業化が進んでいる点で課題に対して好事例であると考える。

　　な澄北海道に熱いては離農の動きが主流を占めていたこともあり兼業それ自体

　についての研究成果は少なかったと考えられる。最近においては『農業閥題研究』

　燃8、1977年4月の太田原高昭氏の報告がある。

㈲　ここでは空知、上川を中核稲作地帯とした。最近の北海道稲作地帯の動向につ

　いては定本正芳著「北海道稲作地帯の地域的概観」（岡山大学地理学研究報告「

　都市と農村」第4巻第1号）、古島敏雄編「産業構造変革下に齢ける稲作の構造

　狂実態編」（東京大学出版会1976年）の七戸長生皮船一章「北海道中核稲作

　の構造と動向」を参照されたい。

（5）　資料の関係で全道田作農家の面積規模別である。

⑥　前記定本論文参照、新開地帯では5魚影上層が部厚く存在するのに対して、旧

　開地帯では5勉以下（特に3魚前後）層が大部分である。

（7）　同上定本論文参照

⑧　旧深川町の石狩川沿いから山沿いにかけて抽出した7部落の50年センサスと

　53年度道農業基本調査の集計による。

（9）兼業従事者の労働力的位置から経営の中心的労働力の兼業である場含とそうで

　ない場合に分け、前者をさらに農作業期間中（夏期間）の兼業と冬期問兼業とに

　分けた。

⑳　反収は面積規模との関連で経済的再生産規模にも直接的に影響する。

⑪　こ．こでは反当り購入肥料費で代替した。厳密には議論できないが澄齢よその水

　準としてはみれるだろう。
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⑫　この類型相互の結びつきは、A－1タイプは経営構造と兼業が密接に結びつい

　ているものとして、C一坦タイプは結びつきがないものとして、それぞれ対極を

　なし、B一豆タイプは中問的なものとして考えられる。

⑬　逆に兼業が労働組織のあり方を規定しない範囲で兼業に出ているとも考えられ

　るQ

q㊥　その理由として⑭農家では経営権が父親にあったので自分の小使いを稼ぐため

　だと言っているが、こうした対応がこの期の兼業の主要なものであったと考えら

　れる。

⑮　労働力2入が一日10時間月30日フルに働くと仮定した時の10a当り労働

　時間を破線で示した。

⑯　兼業はひとつの特殊な部門選択として考えることができ農業経営の発展を考え

　る場含にこうした視点からの評価が不可欠であると考える。

　　なお評価にあたっては綺浦誠治・田辺良鰯共編『農業経済学概論』養賢堂19

　78年七戸長生「第四章農業経営の構造変化と発展条件」における氏の整理を参

　考にした。

⑳　同時に労働市場の条件があることが必要である。
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